
（4）行政サービス実施コスト計算書  

金療   

Ⅰ業務費用   53，315   

損益計算啓上の費用   63，423   

（控除）自己収入等   △108   

（その他の行政サービス実施コスト）  

Ⅱ 損益外減価償却相当額   482   

Ⅱ 引当外賞与見顎領一   3－ 776   

Ⅳ 引当外退戦給付増加見積額   △686   

Ⅴ 積金費用   443   

Ⅵ 行政サービス実施コスト   57，331   

（5）財務諸表の科目の説明（主なもの）   

① 貸借対照表  

現金及び預金：現金」預金  

前払費用：当期支払の土地建物借料等で翌期費用化するもの  

有形固定資産：土地、建物、工具器具備品など長期にわたって使用  

または利用する有形の固定資産  

無形固定資産：ソフトウェア等  

投資その他の資産：長期前払費用（当期支払の土地建物借料等で翌々期  

以降費用化するもの）、および敷金保証金  

未 払 金：当期発生した人件費、業務費のうち翌期支払のもの  

リース債務：ファイナンス・リースにかかる債務のうち、翌期支  

払いのもの  

保険料等預り金：年金保険料預り分で由庫へ納付するもの  

長期リース債務：ファイナンス・リースにかかる債務のうち、翌々期  

以降支払のもの  

政府出資金：国からの出資金であり、機構の財産的基礎を構成す  

るもの  

資本剰余金：損益外減価償却累計額（国からの現物出資された固  

定資産に係る減価償却累計額）等  

利益剰余金：機構の業務に関連して発生した剰余金の累計額  
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② 損益計算書  

業務経費：機構業務に要した費用  

人 件 費：給与、賞与及び法定福利費等、機構の職員等に要す  

る経費  

業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数に  

わたって費用として配分する経費  

郵便及び電話等に要する経費  

業務に要する運営委託経費  

ファイナンス・リースに係る支払利息  

国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認  

識した収益  

減価償却費  

通 信  
費  

業務委託費  

財務 費 用  

運営費交付金収益  

③ キャッシュ・フロー計算書  

業務活動によるキャッシュ・フロー：機構の業務の実施に係る資金  

の状態を表し、運営費交付金収入、人件費支出等が該  
当  

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立  

のために行われる投資活動に係る資金の状態を表し、  

固定資産の取得・売却等による収入・支出が該当  

財務活動によるキャッシュ・フロー：ファイナンス・ リースに係る  

リース債務の返済が該当  

④ 行政サービス実施コスト計算書  

業務 費 用：機構が実施する行政サービスコストのうち、機構の  

損益計算書に計上される費用  

軸外減価郎嘲当額：国から現物出資された固定資産に係る減価償却費相  

当額（損益計算書には計上しておりませんが、累計  

額は貸借対照表に記載しています。）  

引当外賞与見積額：財漁措置が運営費交付金により行われることが明ら  

かな場合の賞与引当金見積額（損益計算書には計上  

しておりませんが、仮に引き当てた場合に計上した  

であろう賞与引当金見積額を貸借対照表に注記して  

います。）  

引当外退棍鮒増加見積飯：財源措置が運営費交付金により行われることが  

明らかな場合の退職給付引当金増加見積額（損益計  

算書には計上しておりませんが、仮に引き当てた場  
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合に計上したであろう退職給付引当金見積額を貸借  

対照表に注記しています。）  

機会費用：国の財産を無償又は減額された使用料により貸借し  

た場合の本来負担すべき金額等  

4． 財務情報  

（1）財務諸表の概況  

① 経常費用、経常収益、当期絶境益、資産、負債、キャッシュ・フロ  
ーなどの主要な財務データの分析（内容）  

（経常費用）  

平成21年度の経常費用は534億23百万円となっています。  

機構の主たる事務事業（保険事業等）から発生する業務経費は48  

9億2百万円です。主たるものは、正規職員や特定業務契約職員等  
の人件費198億12百万円、国民年金保険料の納付督励やコール  

センターの年金電話相談等の業務委託費155億49百万円、▼ねん  

きん定期便送付の郵便代等の通信費84億21百万円です。  

機構の内部事務管理経費であるく一般管理費は45億16百万円  

であり、正規職員等の人件費21億71百万円が主なものです。  

（経常収益）   

平成21年度の経常収益は748億93百万円となっています。  

内訳は、運営費交付金収益が747億85百万円く期間進行基準に  

基づく運営費交付金債務の収益化によるもの）、その他の収入が1億  

8百万円であります。  

（当期総利益）   

上記経常損益を計上した結果、平成21年度の当期総利益は21  
4俸70百万円となっています。これは、年金受給者への標準報酬  
月額のお知らせについての相談等が集中しないように21年度の発  

送件数の一部を翌年度発送に変更したことやオンライン記録と紙台  

帳の記録との突合せ事業を翌年度から実施することとしたことなど  

に伴う業務量の見直しによるもの140億71百万円、入札の実施  

による調達コストの低減等によるもの46億19百万円、職員欠員  
等による人件費の低減によるもの15億31百万円が主なものです。  

なお、当期総利益について、全額国庫納付準備金として整理された  
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後、前払費用等厚生労働大臣の承認を受けた金額を控除し、国庫に  

納付することになります。  

（資産）   

平成21年度末現在の資産合計は1，506億94百万円となって  

います。現金及び預金は457億91百万円となっています。内訳  

は、翌期支払予定の未払金・未払費用207億3百万円、当期末処  

分利益214億70百万円から（長期）前払費用12億82百万円  

を控除した201億88百万円、被保険者等から一時的に預った保  

険料等は45億97百万円が主なものです。   

固定資産は1，041億11百万円となっています。主たるもの  

は国より現物出資された機構本部や年金事務所等の土地、建物です。  

（負債）   

平成21年度末現在の負債合計は265億91百万円となってお  

り、業務経費等の未払金187億21百万円が主なものです。   

なお、厚生労働大臣の認可を受けて、短期借入を行うことは可能  

でありますが、平成21年度の借入実績はございません。  

（業務活動によるキャッシュ・フロー）   

平成21年度の業務活動によるキャッシュ・フローは412億4  

7百万円となっています。   

収入の主なものは運営費交付金収入748億5百万円です。その  

内軍は、機構運営費交付金（国庫財源）430億73百万円及び事  

業運営費交付金（保険料財源）317億33百万円となっています。   

支出の主なものは正規職員や有期雇用職員等の人件費支出177  

億48百万円、業務経費や一般管理費支払によるその他の業務支出  

158億83百万円です。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）   

平成21年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△4百万円  

となっています。   

これは職員宿舎にかかる敷金・保証金支払にともない発生したも  

のです。  
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（財琴活動によるキャッシュ・フロー）   

平成21年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△49百万円  

となっています。   

これはオンラインシステム端末機等ファイナンス・リースにかかる  

リース債務返済にともない発生したものです。  

② セグメント事業損益の分析（内容）  

事業運営費交付金（保険料財鯨）の事業損益は74億45百万円  

となっています。要因は業務量の見直しや入札の実施による調達コ  

ストの低減等によるものです。  

機構運営費交付金（国庫財源）の事業損益は139億18百万円  

となっています。要因は業務量の見直しや職員欠員等による人件費  

の減等によるものです。  

表 セグメント別事業損益  く単位：百万円）  

セグメント  

事業連営焚交付金  
琴通   合計   

（保険料財蔽）   （国庫財源）  

業務経費   24，284   24，618  48，902  

Ⅰ事案  
一般管理費  4，516  4，516  

費用  
計   24，284   29．134  53．418   

財務費用  4   5   

計  24，288   29，135  53，423   

玉 串業収益  

運営費交付金収益  31－ 733   43，052  74，785   

その他  0   10さ   108   

計  31，733   43，052   108   74，893   

Ⅲ事業損益  7，445   13，918   108   21，470   

③ セグメント総資産の分析（内容）  

事業連営費交付金（保険料財源）の総資産は6億1q百万円とな  

っています。リース資産が主たるものです。  

機構運営費交付金（国庫財源）の総資産は15億15百万円とな   

っています。主たるものは、文書保管倉庫等の貸借料の前払費用   

12億81百万円、リース資産2億13百万円です。  
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共通の総資産は1，485億69百万円となっています。国より  

現物出資された資産ならびに本部拠点の現金預金です。  

表 セグメント別線資産  （単位‥百万円）  

セグメント  

事業運営費交付金  
共通   合計   

（保険料財源）   （国庫財顔）  

総資産   610   1，515  148，569  150，694   

流動資産  643   45，940   46，583   

固定資産   610   872  102，629  104．11l   

④ 行政サービス実施コスト計算書の分析（内容）  

平成21年度の行政サービス実施コストは573億31百万円とな   

っています。内訳は、損益計算書上の経常費用（業務経費・一般管  

理費・財務費用）から自己収入等（経常収益一運営費交付金収益）を   

控除した金額である業務費用533億15百万円、運営費交付金によ   

り財源措置がされているため引当金計上は行っていない引当外賞与見   

積額37億76百万円が主たるものです。  

（2）、．施設等投資の状況（重要なもの）  

該当ありません。  
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